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１．はじめに
　収益費用の対応概念は，発生主義会計を支える基礎概念のひとつである。
1900年代初頭に利益計算が会計の中心的課題となるにつれて，企業努力を示す
費用とその成果を示す収益とを有機的に関連づける対応手続が台頭した。それ
以降，対応概念は期間利益計算を決定する「会計理論の中核」として位置づけ
られてきた（Littleton 1953, 30）。しかし，その一方で対応概念に対して様々
な問題が指摘されてきたのも事実である。
　たとえば，「対応」についての解釈が論者によって異なることがよく指摘さ
れる。AICPA（1970）によれば，対応という用語は利益計算のプロセス全体
を指す場合もあれば，より限定的に費用認識プロセスを指す場合もあるとい
う⑴。ただし，たとえ対応についての解釈が一様でないにせよ，収益費用の差
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⑴　清水（1986）は，AICPA（1970）の見解に従いアメリカの対応概念に関する先行研究を①利益
決定のプロセス全体を意味するもの，②費用認識プロセスを意味するもの，③一部の費用認識のプ
ロセスを意味するものに分類・考察している。なお，収益と対応させるべき項目についても（ⅰ）
売上原価のみを対象とする見解，（ⅱ）損失を除く全費用を対象とする見解，（ⅲ）損失まで対象と
する見解と様々なものがある（森田 1968）。加えて，間接的対応（期間的対応）を収益費用の対応
手続とみなすかについても論者によって見解が異なる（石原 1999）。
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額としての利益計算を重視する立場はAICPA（1970）で示されたいずれの見
解にも共通している。
　対応概念の見解の不一致がより本質的な問題を引き起こすのは，それが会計
観の相違に起因する場合である。すなわち，収益費用アプローチ⑵と資産負債
アプローチ⑶とでは対応観が異なると指摘されている。両会計観における対応
観の違いは特に計算擬制的項目の計上可否に現れる。伝統的な収益費用の対応
手続のもとでは適正な期間利益を算定することが至上命題とされるため，資産
は将来の経済的資源の有無という観点からは定義されず，収益および費用を適
切に対応させていく過程で当期収益との対応関係から外れた「未決状態の対収
益賦課分」（Paton and Littleton 1940, 25）として捉えられる。
　一方，資産負債アプローチの支持者からしてみれば，計算擬制的項目の計上
は，損益のボラティリティを低減させるための口実でしかない。計算擬制的項
目の出現はフローを重視しストックを副次的情報と捉えたことの帰結ではある
が，計算擬制的項目の計上は収益費用アプローチにもとづく対応手続の問題点
として指摘されてきた。この計算擬制的項目の排除が資産負債アプローチ推進
の一つの原動力となったのである（Storey and Storey 1998参照）。加えて，収
益と費用との間に明確な因果関係が観測できない場合，因果律を推定するため
に一定の判断（裁量）が必要となることもあり，「配分パターンの当否が容易
には決められない場合には，なし崩し的に対応が乱用されてしまう危機感」（大
日方 2002, 192）も相まって，対応概念そのものを捨て去ろうとする動きもあっ
た。
　しかし，米国財務会計基準審議会（FASB）や国際会計基準審議会（IASB）
の基準書（案）では対応の思考が依然として息づいている（秋葉 2011；大日
─────────────────
⑵　収益費用アプローチとは，利益を「アウトプットを獲得し販売するためにインプットを活用する
企業の効率の測定値」とする会計観を指す（FASB 1976, para. 38）。
⑶　資産負債アプローチとは，利益を「一期間における営利企業の正味資源の増分の測定値」とする
会計観を指す（FASB 1976, para. 34）。
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方 2002；米山 2011a 参照）。すべての資産負債が現在価値測定されることに
なれば対応手続は不要になると指摘されているが（FASB 1976, para. 19），現
在，金融商品会計基準でさえも全面公正価値会計には至っていない。また，
FASB/IASB の収益認識プロジェクトでは当初，新しい収益認識基準に公正価
値モデルの適用を目指していたが，多くの利害関係者からの反対にあい，結局
のところ従来の会計モデルと親和性のある収益認識モデルが基準化された。か
つてAAA（1977）が指摘したように，既存の対応概念に満足できなくなった
研究者が多数現れながらも，彼らの提唱した代替的手法から対応概念に置き換
わるような会計理論の「後継者」は現れなかったといえよう。このことは，こ
れまでに数々の問題が指摘されながらも，対応概念に一定の意義が認められて
きた証である。
　しかしながら，全面公正価値会計には至っていないものの公正価値測定の適
用範囲は着実に拡大している。収益費用アプローチから資産負債アプローチへ
と会計観が重点移行するに伴い，対応手続のあり方が変容してきたのも事実で
ある。また，金融商品会計基準には，公正価値会計における対応手続が如実に
表れている。
　本稿の目的は，収益費用アプローチから資産負債アプローチへと会計観が移
行するに伴い生じる対応概念の変容がもたらす帰結を明らかにすることであ
る。また，資産負債アプローチに移行することで，収益費用アプローチにおけ
る対応手続に寄せられた批判を克服することができるのか検討を加える。本稿
の構成は以下の通りである。２節では，各会計観にもとづく対応概念（対応手
続）について述べた先行文献を概観する。対応概念に関する先行文献は数多く，
本稿ではそれらを網羅的に取り上げるというよりも，各会計観にもとづく対応
観のバリエーションを明らかにするのに資する代表的な見解を取り上げること
とする。３節では，２節で取り上げた先行文献にみられる対応観の比較検討を
行う。４節はまとめである。
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２．対応観に関する代表的見解
　本節では，収益費用アプローチから資産負債アプローチへと会計観が移行す
るに伴い生じる対応概念の変容を明らかにすべく，各会計観にもとづく対応観
について論じた代表的な見解を取り上げる。まず，収益費用アプローチを志向
する代表的な文献として Paton and Littleton（1940）を取り上げる。Paton 
and Littleton（1940）は受託責任の観点から，取得原価主義に基づく期間損益
計算を重視した。しかし，収益費用アプローチに基づく対応観は，取得原価主
義の欠陥を改めるべく費用測定に時価会計を取り入れた Edwards and Bell
（1961）に代表されるように取得原価主義に限られるものではない（FASB 
1976, para. 47）。
　AAA（1965）や Bedford（1965）は収益費用アプローチから資産負債アプ
ローチへの過渡期における対応手続のあり方を論じたものとして位置づけられ
よう。これらの文献では，両会計観の特徴が混在した提案がなされている。資
産負債アプローチを志向する Storey（1978）では，収益費用の対応計算はス
トック評価に従属する形で行われることになる。その一方で，Nissim and 
Penman（2008）は，Storey（1978）の対応観の拡張（すなわち，全面的な公
正価値会計）が無条件に認められるものでないことを示している。Nissim and 
Penman（2008）は公正価値会計が意味をなす状況を明らかにする五原則を提
示しており，その五原則の一つとして資産負債の対応原則が規定されている。
2. 1　Paton and Littleton（1940）の対応観
　1940年に公表された『企業会計基準序説』（Paton and Littleton 1940）は，
会計原則開発の一環として1936年に公表された『会社報告諸表会計原則試案』
（AAA 1936）のリライトを意図したものであった（Zeff 2013）。この Paton 
and Littleton（1940）は，損益計算における会計上の対応概念を体系的に記述
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した著作として意義づけられる⑷。
　Paton and Littleton（1940, 123）によれば，「会計の主たる目的は，費用お
よび収益を対応させる組織的なプロセスをつうじて，期間利益を測定するこ
と」とされている。彼らの対応プロセスでは，まず，取引の完了とそれに伴う
対価の受取りを要件とする実現主義にもとづき，成果たる収益が認識される。
一方，費用の会計は（1）原価の発生に応じ，正当な配分にもとづいて確かめ
記録する段階，（2）原価を営業活動によって跡づけ再分類する段階，（3）原価
を収益に配分する段階の３段階から成り（Paton and Littleton 1940, 69），第３
段階目において「実現」収益と対応づけられるように費消原価（費用）が配分
されることになる。Paton and Littleton（1940）の対応計算では，実現収益と
費用は，努力と成果の因果律の中で把握されることになる。
　Paton and Littleton（1940）の利益計算は投下資本の回収計算であり，企業
努力（費用）と成果（収益）の差額たる利益数値は「経営効率性」の尺度とみ
なされる。Paton and Littleton（1940）では前述のように取得原価主義が採ら
れているが，これは取得原価が「検証力のある客観的な証拠」とみなされるた
めである。すなわち取得原価は，交換の対価として買手と売手とが互いに同意
した評価額であり，現金収支に基づく客観的な金額である。彼らが検証力のあ
る情報（取得原価）に重きを置いたのは，会計（利益）情報が株主への説明責
任（受託責任）を果たす際に用いられるという事実を反映したからに他ならな
い。すなわち，時価基準が採用されれば「投下資本循環の過程が計算的に一慣
して把握しえないことになり，アカウンタビリティの関係があいまい」（若杉
1989, 15）となる。
　取得原価主義のもとでの対応概念は，評価益の計上が排除されるため，収益
認識基準としての実現主義と密接に結びつく（辻山 1991, 116）。AIA（1952, 
─────────────────
⑷　Beams（1968, 22）は，Paton and Littleton（1940）をもって「対応概念の成熟（the matching 
concept matures）」と評する。
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28）は，収益費用の対応がもたらした最も重要な長所として，利益数値を客観
的かつ検証可能なものとしたことにあると指摘するが，この対応概念の長所は
「実現」の長所と軌を一にしている。実現主義を採用することによってもたら
された期間損益計算の適正性および確実性は，算定された利益数値に処分可能
利益としての性質を付与することに貢献する。FASB（1976）が実現は対応に
包摂されると述べたように，利益計算上，実現と対応は不可分な関係と捉える
見解が主流となる。
2. 2　Edwards and Bell（1961）の対応観
　一般物価および個別価格水準の変動が著しい環境下において，取得原価主義
にもとづく損益計算機構の妥当性がしだいに失われはじめる。そこで，Paton 
and Littleton（1940）に代表されるような取得原価主義の枠組みの中で論じら
れていた投下資本回収計算に，時価会計を取り込む議論が活発に行われるよう
になる。そのような時代背景の中で，価格変動期における収益費用の対応計算
の精緻化を意図した試みとして Edwards and Bell（1961）が登場する。すな
わち，Edwards and Bell（1961）は，投下資本回収計算という伝統的な利益計
算の枠組みを維持しつつも，費用計算に時価会計を導入した。
　Edwards and Bell（1961, 3）が最も重視する会計目的は，経営者が過去の意
思決定を評価するのに資する情報を提供することである。経営意思決定の評価
は，企業が実際に行った当期の活動についての客観的な情報に基づく必要があ
るが，そのような情報は「企業資産の市場価額（market value）であり，特に
市場価額の変動」（Edwards and Bell 1961, 44）である。
　また，価格変動期において適切な経営意思決定を行うために，企業の生産活
動（生産要素を使用することによって利益獲得を目指す活動）と保有活動（生
産要素あるいは生産物を保有することによって利益を生む活動）を分離し，そ
れぞれの活動に関連する利益を明確に区別する必要がある（Edwards and Bell 
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1961, 36）。
　生産活動の利益である操業利益（operating profit）は，ある期に，アウトプッ
トのカレント売価（current value：販売される財貨ないし用役の対価として，
当期中に実現された価値）が，それに関連するインプット（原材料）のカレン
ト原価（current cost：財貨ないし用役を生産するのに使用したインプットを，
現在取得するための原価）を超過した分である。一方，保有活動に関する利益
（保有利得）は，企業が，その会計期間にインプット項目を保有している間に，
その項目のカレント原価が増した分であり，実現可能原価節約（realizable 
cost saving）と呼ばれる。操業利益と実現可能原価節約を足したものが経営利
益（business profit）となる。Edwards and Bell（1961）の提唱する経営利益
は営業利益と保有利得を明確に区分することによって，保有利得についてタイ
ムリーな報告が可能となる。
　ただし，Edwards and Bell（1961）は，経営利益があらゆる会計目的に役立
つとは限らないことに留意している。たとえば，換金可能性の低い保有利得を
含む経営利益そのものを課税の基礎とみなすことには問題がある。彼らは，課
税基礎として相応しいのは実現利益であるとして，課税所得計算のために実現
利益と未実現利益を区分するように修正を加えることを提唱している
（Edwards and Bell 1961, 122）。
　以上のように，Edwards and Bell（1961）では，経営利益の計算にあたり，
営業活動ではカレント売価（収益）とカレント原価（費用）とが対応されるこ
とで当期操業利益が算定される。また，保有活動については当期と前期のカレ
ント原価が対比されることで実現可能原価節約が算定される。カレント売価
は，販売（実現）収益に他ならない。したがって，Edwards and Bell（1961）
の収益費用の対応では，収益と費用が因果律を有することが要請されるのみな
らず，同一価格水準での対応が要請されている（吉田 1968, 286）。
　なお，Edwards and Bell（1961）の提案に基づけば，製品原材料が毎期カレ
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ント原価で再評価されることになるため，貸借対照表で時価情報が提供される
ことになるが，そのことは彼らにとってあくまでも副次的な利点にすぎないこ
とは付記しておこう（Edwards and Bell 1961, 120-121）。
2. 3　AAA（1965）の対応観
　Edwards and Bell（1961）の操業利益と保有利得を区分するという提案は，
AAA（1965）に受け継がれた。AAA（1965, 370-371）では，収益を生み出す
ための努力は①生産物ないしサービスの完遂を効率的に行ったことの努力と，
②市場において有利なポジションを占有したことの努力という２つの経営上の
努力からなり，原初支出項目（original outlay）を再調達価額（replacement 
value）で再測定することによって，後者の購買努力に関する有効性を識別す
ることができるとされている。AAA（1965）によれば，このような情報は，
経営者の意思決定評価のみならず，その他の利害関係者の行う業績評価にも資
するとされている。
　さらにAAA（1965）が特筆すべきは，計算擬制的項目の計上可否を判断す
べく，これまで主として因果律の中で捉えられてきた収益費用の対応に新たな
「関連づけの基礎」を導入したことである。AAA（1965）の提唱する正の相関
関係（positive correlation）にもとづけば，支出額に将来収益の創出能力があ
るか否かによってそれを資産として繰り延べるべきかが判断される。AAA
（1965, 369）は，理想的には因果関係が実現収益へ費用を対応させることの基
礎として用いられるべきとしつつも，間接費や損失については特定収益との明
確な因果律を特定することが困難であるとして，ある意味「次善の策」として
このような提案を行った。AAA（1965, 70）によれば，間接費はその支出から
将来収益の創出能力が明確に認められる場合に正の相関関係を有することとな
り，当該支出額が繰り延べられ，次期以降の収益に対応させることとなる。
　AAA（1965）の提案は，資産性を有さない計算擬制的項目の排除に役立つ。
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しかし，将来収益との相関が確認できない支出は当期に費用化されることにな
るが，当期配分額が当期収益にどれだけ貢献したのかは明らかではない（森田
1968）。すなわち，AAA（1965）では，一部の費用項目については支出額の繰
延可否の判断が先行し，それに追随して損益計算が行われることになる⑸。
2. 4　Bedford（1965）の対応観
　Bedford（1965）は，Edwards and Bell（1961）の生産・保有活動の二区分
をさらに細分化して，それぞれの経営活動の効率性をはかるべく対応計算を展
開させた。Bedford（1965, 17）は，企業利益を「経営管理プロセスを評価す
るための手段」と捉えている。
　Bedford（1965）の対応手続と切り離して論ずることはできないのが彼独特
の利益概念である。Bedford（1965）は，ブリッジマン（Bridgman, Percy 
Williams）の提唱する操作主義（operationalism）に依拠して，操作的利益概
念（operational income concept）を提唱した。Bedford（1965）によれば，操
作的利益は利益を測定するために行われる特定の「操作」から定義される。そ
こで Bedford（1965）は「操作」の候補として，（a）企業の活動と（b）会計
利益を測定する会計担当者による遂行の２つを挙げる。Bedford（1965, 73）
は前者の「活動」から利益を定義することを選択するが，企業活動に焦点を当
てることは会計担当者による対応手続から利益を規定することとも整合すると
している。
─────────────────
⑸　同様の見解は Sorter and Horngren（1962）にもみられる。Sorter and Horngren（1962）は，
ある支出項目の繰延可否を判断するにあたり，関連原価（relevant cost）の概念を財務会計へ援用
した。関連原価は「将来の企業がとりうる行動によって異なる原価であり，ある代替的な行動をと
らないことによりその発生が避けられるかもしれない原価」（Horngren and Sorter 1961, 86）と定
義される。当該概念に基づけば「将来の期待される費用または将来の収益に有利な経済的効果（a 
favorable economic effect）をもたらす場合に限り，原価は資産として繰り延べられる」（Sorter 
and Horngren 1962, 393）。Sorter and Horngren（1962）でも繰延可否（資産評価）が先行しており，
原価と将来の収益との関連性が重視されている。
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　Bedford（1965）は，経営活動を（a）投資家，債権者からの資金調達活動，
（b）従業員や原材料などの経営資源⑹の取得活動，（c）経営資源の保有活動，
（d）財貨ないし用役の生産活動，（e）その販売活動，（f）利害関係者への利益
分配活動に細分化する。上記の経営活動のうち活動の効率性を評価すべき利益
創出活動は（b）～（e）である。
　Bedford（1965）は，これらの利益創出活動の能率を評価できるように対応
手続を修正する。Bedford（1965）では，保有利得・損失の計上が推奨されて
おり，収益は経営（利益創出）活動の全工程で生じているため，それらの活動
を通じて価値が付加されるごとに収益認識すべきと考えられている。
　彼の損益計算プロセスによれば，「ある一つの活動の成果は，その次の活動
に支払われた努力」（Bedford 1965, 177）として引き継がれる。まず取得活動
では，努力指標として実際の取得原価と，成果指標として他の諸企業によって
支払われるような平均的価格（客観的取得原価）が対比され，その差分として
取得活動利益が算定される。続く保有活動では，客観的取得原価がその努力指
標（インプット）として引き継がれ，成果指標（アウトプット）たるカレント
原価と対比され，利益が算出される。生産活動では，カレント原価がその努力
指標として引き継がれて，成果指標たる正味実現可能価額と対比される。販売
活動では，正味実現可能価額がその努力指標として引き継がれて，成果指標た
る販売時の実際の販売価格と対比されることになる。
　以上のように，Bedford（1965）の対応プロセスでは，各利益創出活動のイ
ンプットとアウトプットの価値の差額として，それぞれの活動からの利益が算
出される。取得および保有活動からの利益（保有利得）は Edwards and Bell
（1961）における「原価節約」に該当する。一方，生産活動からの利益は保有
利得であっても「未実現売却損益」である。Bedford（1965, 109）では「利益
─────────────────
⑹　Bedford（1965）は，これらの資源を「サービス資源」と称している。
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を創出する過程が終了する前に利得や損失を明確に認識する」ことを意図し
て，それぞれの活動の効率性を評価するのに資する評価基準が割り当てられて
いる。
2. 5　Storey（1978）の対応観⑺
　Storey（1978）は，貸借対照表への計算擬制的項目の計上問題を解消すべく，
出口時価会計における対応手続を検討している。Storey（1978, 7）は，収益費
用の不十分な対応こそが，現代会計における不十分な利益計算にきわめて責任
があると述べる。加えて，実現などの基礎概念が抱える「限界」についても指
摘する。Storey（1978, 9-10）は，伝統的な対応手続のもとでは（a）過去志向
的（backward-looking）な情報が提供されることになり，未来志向の意思決定
を形成するために役立てることができず，（b）実現主義のもとでは，収益の
認識時点をどの単一時点とするかは任意であるにもかかわらず，その選択が利
益決定を大きく左右し，（c）貸借対照表では資産価値が報告されないことを批
判する。
　また，Storey（1978）は，費用計算においても恣意性が介在すると批判する。
すなわち，実現収益に費用を適切に対応させるためには（1）原価を製造原価
と期間原価に分けるステップと，（2）製造原価を現在の収益に関連するグルー
プと将来の収益に関連するグループに分けるステップが必要となるが，それら
の分割は非常に恣意的である（Storey 1978, 74）。
　そこで Storey（1978）は，これらの恣意性を排除し，かつ貸借対照表にお
いて資産価値を適切に報告するために，正味実現可能価額での毎期評価替によ
る収益認識を提案する。Storey（1978, 107）によれば，棚卸資産を正味実現可
能価額で毎期評価替することで，収益は製造プロセスが進行し，棚卸資産の価
─────────────────
⑺　Storey（1978）は，ストーリー（Storey, Reed Karl）の1958年の学位論文をもとにしている。
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値が付加されるにつれて認識されることになる。一方，費用は，収益への配分
を考慮することなく，まず期間に対して配分される（Storey 1978, 106）。
　ここで，Storey（1978）の収益費用の対応手続にしたがえば，収益は，当該
期間に発生した費用によって生み出されたものとみなされるため，結果として
費用に対して収益を対応（matching of revenues with costs）することになる。
なお，すべての費用は期間費用とみなされるため，上述の製造原価と期間原価
の区分問題は解消される（Storey 1978, 157）。
　以上のように，Storey（1978）は，伝統的な対応，実現，配分手続を批判し，
収益認識と費用認識は互いを考慮することなく行うことを提案している。
Storey（1978）の対応観によれば，それぞれ別個の基準で認識された収益と費
用は，会計期間を媒介として同一期間に生じたという相関関係を基礎として対
応させることになる。
2. 6　Nissim and Penman（2008）の対応観
　前項までに取り上げた先行文献は，製造業を念頭に議論が進められていた。
しかし近年，製造業中心のオールドエコノミー（old economy）からニューエ
コノミーへと経済構造の主軸が変化するに伴い（Penman 2003参照），取得原
価主義の限界が改めて指摘されるようになった。ただし，時価会計の適用範囲
は基本的に金融商品会計に留まり，一般事業における収益認識会計では
Storey（1978）が提唱するような（出口）時価会計の対応手続が制度化される
ことはこれまでなかった。IASB の基準設定作業にも多大な影響を与えたとさ
れるCFA協会（CFA Institute）の「包括的ビジネス報告モデル：投資家のた
めの財務報告」（CFAI 2007）では全面公正価値モデルが提唱され，FASB/
IASB 収益認識プロジェクトでも，プロジェクト発足当初は公正価値モデルが
提案されたが，基準化には至らず早々に否決されてしまった⑻。Nissim and 
Penman（2008）の対応観が，このような現状を理解するための一助となる。
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　Nissim and Penman（2008）は「なぜ，どういうケースで公正価値会計が（取
得原価主義会計に代わるものとして）意味を持つのか」（米山 2011b, 73）と
いう視点から，公正価値会計が意味をなす状況を明らかにする五原則を提示し
ている。その五原則の一つとして資産負債の対応手続が規定されている。五原
則に合致する資産負債は公正価値会計が適用されることになるが，それに合致
しない項目に対しては，Paton and Littleton（1940）に代表されるこれまでの
対応手続（損益計算構造）が，企業のビジネス・モデルを的確に描写するとい
う意味で，受託責任評価のみならず企業価値評価目的においても依然として有
効に機能することになる。本稿では，五原則のうち公正価値会計における対応
手続と関連する「一対一の原則（the one-to-one principle）」と「資産・負債対
応の原則（the matching principle）」を取り上げる⑼。
　一対一の原則は，五原則の最上位原則であり，「公正価値会計が株主への報
告に足りるのは，株主価値が市場価格のエクスポージャーによってのみ決定さ
れる場合に限る」（Nissim and Penman 2008, 24）とする原則である⑽。公正
価値会計は，Edwards and Bell（1961）のいう「客観のれん」を捉えることは
できても，客観のれんを超える「自己創設のれん（主観のれん）」を捉えるこ
とはできない。自己創設のれんをはじめとするほとんどの未認識項目は，市場
価格と一対一の関係で価値が推移する保証はなく，そのような項目を公正価値
評価することは一対一の原則に抵触することになる⑾。
　資産・負債対応原則とは「公正価値会計は，特定の事業計画に沿って共に管
─────────────────
⑻　CFA協会とは，投資専門家（証券アナリスト）の世界的な業界団体である。CFA協会はアナリ
ストの資格試験を実施するだけではなく，アナリストの行動規範等を設定している。CFAI（2007）
については，辻山（2012）を参照。
⑼　その他の原則については，赤城（2014），角ヶ谷（2012），米山（2011b）を参照。
⑽　すなわち，一対一の原則は「資産・負債の測定に用いられる市場価格ないし見積もり数値が『株
主にとっての価値』を示すものでなければならないという制約を課すことで，貸借対照表の純資産簿
価が株主の立場から見た当該企業の価値と等しくなるよう要求するものである」（赤城 2014, 47）。
⑾　米山（2011b, 76）は，一対一の原則を「のれんの獲得が期待されていないこと」を条件とする
ものと言い換えている。
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理されている一群の諸資産・諸負債に対して厳密に適用される」（Nissim and 
Penman 2008, 29）とする原則である。資産・負債対応の原則にもとづき，「ポー
トフォリオを構成する諸資産・諸負債の公正価値の総計がポートフォリオ全体
の公正価値（＝「株主にとっての価値」）となるように，貸借対照表で資産・
負債の対応が図られる」（赤城 2014, 48）ことになる。Nissim and Penman
（2008, 6）によれば，この対応原則に違反すれば，損益計算書上で利得と損失
のミスマッチが生じ，「過度のボラティリティ」が生じることになる⑿。
　過度なボラティリティを除去するためには，ポートフォリオを構成する資産
負債をともに整合的に会計処理（すなわち，公正価値評価）する必要がある。
Nissim and Penman（2008）のいう対応原則は，貸借対照表における対応であ
り，それに伴って損益計算書上で両者の評価損益の対応が図られることになる。
　ただし，ボラティリティを適切に報告するには，資産・負債の対応原則を適
用するだけでは不十分であり，最上位原則である一対一の原則を満たしている
必要がある。対応させる資産負債のいずれか一方にでも無形資産などの未認識
要素が含まれていれば，一対一の原則に違反することになる。Nissim and 
Penman（2008）では，銀行業におけるコア預金（core deposits）等がその例
として挙げられている。コア預金には無形資産が組み込まれているため，コア
預金の変動と貸出金の利率の変動は一対一の関係にない。そのため，両者を無
理やり公正価値評価（対応原則を適用）しても，ボラティリティは見かけ上低
減するかもしれないが，その背後にある経済的実質を蔑ろにした財務報告が行
われることになる。
─────────────────
⑿　多くの実証研究が近年，収益費用のミスマッチが増加したことにより利益の持続性が低下したこ
とを報告している（Dichev and Tang 2008参照）。Wagenhofer（2014）が指摘するように収益費用
の不完全な対応をもたらした要因の特定には未だ至っていないにしても，収益費用の対応が利益平
準化に貢献することが再確認されることになった。Nissim and Penman（2008）においても対応手
続が利益のボラティリティを低減させるための手段として重視されている。なお，近年の実証研究
において指摘される収益費用の不対応を引き起こす要因は，かつてBlocker（1949）で指摘されて
いた収益費用のミスマッチをひき起こす項目とほぼ一致している。
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　以上のようにNissim and Penman（2008）は，公正価値会計の無制限の拡
大を推奨するものではなく，全面公正価値モデルを支持するCFAI（2007）の
立場と対極に位置するものである。Nissim and Penman（2008, 1）によれば，
彼らの五原則に基づけば非金融会社（non-financial firms）における公正価値
会計の適用対象はおおむね財務活動に関連する資産負債，すなわち，金融資産
と金融負債にほぼ限定されることとなる。
　なお，IASB 等の基準設定主体においても，特に金融商品会計基準について
資産負債ないし収益費用の対応について議論されている。そこでは，資産負債
ないし収益費用との間の解消させるべきミスマッチ（不対応）は，会計上のミ
スマッチ（accounting mismatch）と呼ばれる。国際財務報告基準（IFRS）第
９号「金融商品」（IASB 2015a）では，会計上のミスマッチは「資産または負
債の測定，またはそれらに係る利得および損失の認識を異なる基礎で行うこと
から生じるであろう測定もしくは認識の不整合」と規定されており（para. 
4.1.5），主として金融資産ないし金融負債への公正価値オプションの論拠とし
て用いられている。資産が時価評価される一方で，負債が原価評価される場合，
資産の帳簿価額が変動する一方で負債の帳簿価額は変動しないため，資産側の
評価差額を純利益で認識すれば貸借対照表と損益計算書上で会計上のミスマッ
チ（すなわちボラティリティ）が生じる。このようなミスマッチを解消するた
めには，①資産負債の測定方法，ないし②評価損益の認識時点をマッチ（統一）
させる必要がある。
　問題は，IFRS 第９号にはNissim and Penman（2008）の一対一の原則のよ
うな規律原則が見当たらない点である。例えば，IFRS 第９号は，ミスマッチ
解消の観点から公正価値オプションの適用条件を満たし得る事例として，企業
が経済価値ベースで測定される保険負債を有しており，それと紐付きの金融資
産（例えば，公社債）が償却原価で測定される場合を挙げている（IASB 
2015a, para. B4.1.30（a））。しかし，保険負債には保険引受業務に関する無形価
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値が付加されていることもあり，Nissim and Penman（2008）のいう「一対一
の原則」を満たすものではない可能性がある。この場合，そもそも保険負債を
経済価値測定すること自体に問題があったとも考えられ，資産を公正価値測定
したところで，それはボラティリティを人為的に低減させるだけの試みとみな
されかねない⒀。
３．対応観に関する代表的見解の比較および考察
　前節で取り上げた先行文献が示す見解を取りまとめたものが図表１である。
図表１に示される「会計（利益）観」欄には，それぞれの先行文献が依拠する
─────────────────
⒀　現在，IASB では，保険契約の新会計基準の策定作業が進められているが，そこでは，保険負債
を経済価値ベースで測定することが提案されている。
図表１　対応観に関する代表的見解
会計（利益）観
対応計算の目的
（会計の主たる目的）
対応関係にある
項目
関連づけの
基準
対応の
媒介基礎
Paton=Littleton
（1940）
収益費用
アプローチ
経営効率性の評価
（受託責任）
・収益（実現）
・費用（原価）
因果 製品（活動）
期間
Edwards=Bell
（1961）
経営効率性の評価
（経営意思決定）
・収益（実現）
・費用（購入時価）
因果 製品（活動）
期間
AAA（1965） 経営効率性の評価
（投資・経営意思決定）
・収益（実現）
・費用（購入時価）
因果（直接費）
相関（間接費）
製品（活動）
期間資産負債
アプローチ（定義）
Bedford（1965）
資産負債
アプローチ（測定）
経営効率性の評価
（経営意思決定）
・ アウトプット価
値（購入・売却時
価，売価）
・ インプット価値
（原価，購入・売
却時価）
相関 活動
Storey（1978） 将来予測資料の提供
（投資意思決定）
・ 資産評価損益
（売却時価）
・費用（発生）
相関 期間
Nissim=Penman
（2008）＊１
ボラティリティの
平準化
（投資意思決定）
・ 資産（売却時価）
→損益
・ 負債（売却時価）
→損益
相関 ポート
フォリオ
＊１　五原則を満たす場合を掲載
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会計観を示した。「対応計算の目的」欄には，対応計算（利益計算）を行うこ
との目的に加えて，各文献が主に念頭に置いている会計目的を掲載した。「対
応関係にある項目」欄には，各文献に示される対応計算において対応づけられ
る項目を記載した。「関連づけの基準」欄では，対応づけられる項目間の関連
性として因果または相関のいずれが想定されているか示した。「対応の媒介基
礎」欄では，対応関係にある項目が何を媒介にして対応づけられるか示した。
3. 1　収益費用アプローチの対応観
　Paton and Littleton（1940）は利益数値を経営効率性の指標として重視して
おり，彼らの対応手続によれば実現収益に対応づけられるように費用は配分さ
れることになる。Paton and Littleton（1940）では，収益獲得が利益創出活動
の終点として位置づけられおり，そこで収益と費用の因果が確定することにな
る。伝統的に収益費用の対応といった場合，収益および費用の関係を因果律で
捉えることが試みられてきた。費用は企業努力をあらわし，収益はその努力に
対する成果とみなされ，これらを対比することで経営目標の達成度合を把握す
ることになる。犠牲と成果の対応計算が収益費用アプローチの中核であり，
Paton and Littleton（1940）の会計観がそれを体現している。また，対応概念
が実現収益との対応計算を要請する限りにおいて，利益数値の客観性，確実性，
さらには処分可能性が付与されることとなる。
　Edwards and Bell（1961）は，Paton and Littleton（1940）の損益計算の基
本的な枠組みを引き継ぎ，利益数値を経営効率性の指標と捉えながらも，主た
る会計目的として経営意思決定を重視する。Edwards and Bell（1961）は，そ
の目的のために，犠牲と成果の対応計算の精緻化を図った。事業継続の可否に
ついて適切な経営意思決定を行うには，生産活動へ投入されるインプット項目
の価格変動を考慮する必要がある。そのため Edwards and Bell（1961）は，
収益認識（成果測定）にあたっては収益額に資金的な裏付けが伴う実現主義を
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維持しつつ，費用計算（犠牲測定）に時価会計を取り入れたのである。
　この場合の時価はカレント原価であり「購入時価（entry value）」である。
なお，費用（犠牲）項目を購入時価で毎期評価替するという発想には，企業内
部者⒁にとっての機会費用（opportunity cost）を測定することが意図されて
いる。また，カレント原価は，財貨・サービスの生産に投入した原材料の現在
の購入価格を指し，同じく購入時価の一種である現在原価（present cost：財
貨・サービスを現在の形態で外部から調達するための原価）とは区別される。
もし現在原価基準を採用すれば，現在原価とカレント原価の差額としてあらわ
される「資源をインプットから現在の形に変換した利益」が販売前に認識され
ることになる（辻山 2001, 82）。Edwards and Bell（1961）は，このような利
益の計上を排除するとともに，「外部からの調達」を擬制することなく当該企
業の製造活動をトレースするためにカレント原価基準を採用したのである。し
たがって，Edwards and Bell（1961）では，費用性資産を時価評価するとはいっ
ても，カレント原価（費用）をカレント売価（実現収益）へ対応させる因果追
求の計算構造が維持されている。
3. 2　資産負債アプローチの対応観
　AAA（1965）では，収益費用アプローチから資産負債アプローチへの過渡
期ともいえる対応手続が提案されている。AAA（1965）では，総体として収
益費用アプローチが支持されながらも，その欠陥を補う形で資産負債アプロー
チ的な発想が取り入れられている。辻山（2007）によれば，資産負債アプロー
チには，収益費用アプローチと相互補完的な機能および相互排他的な機能があ
るとされている。２つの会計観を相互補完的に捉えた場合，収益費用アプロー
チに依拠した利益計算（実現や配分）を維持しつつも，資産および負債の定義
─────────────────
⒁　この場合の内部者には，企業経営者に加えて，経営者に親和的な（あるいは企業経営に関する長
期的な視点を経営者と共有する）株主も含まれる。
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を満たさない項目の無制限の見越し繰り延べに歯止めをかける機能が資産負債
アプローチに期待される（辻山 2007, 34-35）。一方，相互排他的に捉える場合，
「資産と負債の測定値は収支の額とは切り放して，基本的に定義そのものから
導かれる」ことになり，「測定可能である限りはいきおい全面公正価値測定に
結びつく」（辻山 2007, 35）。
　AAA（1965）は，まさしく資産負債アプローチを相互補完的に取り入れて
いる。AAA（1965）は，費用項目を評価替するというEdwards and Bell（1961）
の損益計算機構を引き継ぎ，直接費はこれまでと同様，因果律をもとに実現収
益と対応づける。一方，当期収益との因果関係を特定しにくい間接費は，まず，
その支出額の繰延可否を判断するために将来収益との相関関係が確かめられ
る。そして，将来収益に貢献しない（相関のない）間接費は当期収益へ対応（配
分）されることになる。したがって，AAA（1965）は，資産計上可否のフィ
ルターとして「定義のレベル」（秋葉 2014, 100）で資産負債アプローチを採用
している。ただし，そこでは資産計上可否の判断が損益計算に先行して行われ，
将来の収益性が確認できないものは当期に費用化されることになるため，当期
に配分された費用（間接費）が当期の実現収益にどれだけ貢献したのかは明ら
かではない⒂。AAA（1965）は，２つの会計観を相互補完的に捉えた１つの
あり方を示すものであるが，この場合，当期の利益数値の意義が経営効率性の
尺度として不明瞭なものになりかねない。
　Bedford（1965）は利益数値を経営効率性の指標と捉えて，経営活動の効率
性を測るべく Edwards and Bell（1961）の生産活動と保有活動の区分をさら
に細分化した。しかし，Edwards and Bell（1961）が経営活動を区分したのは，
当期操業利益と保有利得を峻別し，前者を経営効率性の指標としてより重視し
─────────────────
⒂　Paton and Littleton（1940）に代表される対応手続は当期の収益とその獲得に貢献した原価を対
応させるものであったのに対して，AAA（1965）の対応手続は間接費に限れば，将来収益を生み
出さない原価を資産として計上させないために，当期の収益に対応させる構造となっている。これ
は今日の減損会計の発想に通ずる。
110 早稲田商学第 444号
196
たためであったのに対して，Bedford（1965）は，細分化した利益創出活動そ
れぞれの効率性を等しく重視している。このためにBedford（1965）の損益計
算構造とEdwards and Bell（1961）のそれとでは全く異なるものとなっている。
　Bedford（1965）の対応手続には，各活動へ投入されるインプットのみなら
ず，産出されるアウトプットの価値評価手続が不可欠である。Bedford（1965）
では，財貨の取得活動，保有活動については，その成果指標（続く活動にとっ
ては犠牲指標）として購入時価が採用されるものの，生産活動の成果指標には
売却時価（exit value）が採用される。Bedford（1965）の対応手続は実現主義
からの解放があってこそ可能であったと評されるように（倉地 1966, 68），費
用会計のみならず収益会計にまで時価評価が導入されている⒃。
　「関連づけの基準」として「因果」が想定される場合，収益と費用それぞれ
の認識基準が有機的に結合していることが求められる。すなわち，Paton and 
Littleton（1940）によれば，収益には実現基準が採用され，発生費用は実現収
益に対応させるように配分されていくが，これこそが「努力」と「成果」を因
果律で捉える計算構造といえる。Bedford（1965）の対応観は，Paton and Lit-
tleton（1940）のように努力と成果が一つの計算構造の中で有機的に結び付い
ているというよりも，インプットとアウトプットそれぞれの価値を別個の評価
基準で測り，活動を媒介にして対比させるものである。Bedford（1965）では，
購入時価には基本的にカレント原価が用いられており，Edwards and Bell
（1961）と同様の損益計算構造であるが，生産活動において売却時価が用いら
れることで因果追求は断ち切られている。彼の対応手続は区分表示に力点が置
かれているように思われる。
　Storey（1978）の対応観では，有機性を欠いた損益計算構造が如実に現れる。
Storey（1978）では，収益と費用の認識は互いを考慮することなく行われ，そ
─────────────────
⒃　この点，Edwards and Bell（1961）は実現と未実現の区分が強調されており，投下資本回収計算
や分配可能利益の算定に意義が見いだされている（遠藤 1969, 123）。
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れぞれの期間帰属が決定される。彼の対応観は，実現収益をアンカーに費用を
配分するこれまでの対応観とは異なり，発生費用へ見込収益を取り込む計算構
造となっている。そもそも Storey（1978）は収益と費用を因果律で把握する
ことを意図しておらず，彼の関心は現行の曖昧な実務（収益認識のタイミング
の特定や計算擬制的項目の計上）を排除することに寄せられていた。彼は利益
情報の有用性を認めつつも，曖昧な現行実務から曖昧な利益数値が算出される
ことを危惧する。
　Bedford（1965）と Storey（1978）はともに実現主義を批判し，彼らの収益
会計は資産評価にとって代わられている。この意味で，彼らは収益費用アプ
ローチと相互排他的な資産負債アプローチ，すなわち資産負債アプローチを
「測定のレベル」（秋葉 2014, 103）で捉えるものであったといえよう。なお，
購入時価基準の採用は，企業内部者にとっての機会費用の測定に繋がる点は前
述の通りだが，一方，売却時価（公正価値）基準の採用は企業外部者（短期投
資家など）にとっての機会費用を測定することに繋がる⒄。この点からも各先
行文献における会計目的観の差異が読み取れる。Storey（1978）の議論は企業
の製造部門に限定されていたが，石原（2005, 29）が指摘するように，Storey
（1978）の対応観を拡張すれば，資産負債アプローチにおける収益費用の対応
は資産負債の評価プロセスの一部となる。
　ただし，Nissim and Penman（2008）によれば，Storey（1978）の対応観の
拡張（すなわち，全面公正価値会計）は無条件で認められるものでない。Nis-
sim and Penman（2008）によれば，それが認められるのは彼らの対応原則を
含む諸原則を満たしうる一部の金融資産・負債に限られる。Nissim and 
Penman（2008）の対応原則は「貸借対照表の対応原則」であり，資産負債を
─────────────────
⒄　ここで，企業外部者とは「常に市場の動向をにらんで出口＝exit の機会を窺うような投資形態」
（辻山 2013, 181）をとる外部投資家を指す。辻山（2013）では，近年，外部投資家の視点（投資形
態）が企業経営者に取り込まれるという「外部投資家の視点の内部化」が生じていると指摘されて
いる。
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整合的に会計処理（つまり，公正価値評価）することが「対応」の意味内容で
ある。資産負債を「対応」させることの目的は，企業の経済実態を明らかにす
るためにボラティリティを除去することにある。この対応原則を含むNissim 
and Penman（2008）の諸原則に違反するものを公正価値評価すれば，たとえ
ボラティリティが低減されたとしても，それが経済実態を反映しての結果であ
るとは限らない。Nissim and Penman（2008）に示される原則に適合しない項
目については，収益費用アプローチにもとづく（取得原価主義のもとでの）対
応計算が依然として機能することとなる。Nissim and Penman（2008）では，
「測定レベル」の資産負債アプローチを適用するに相応しい項目を特定化する
ことで，収益費用アプローチとの棲み分けが図られている。
　なお，IFRS 第９号でもNissim and Penman（2008）の対応原則と類似した
対応手続が求められているが，Nissim and Penman（2008）に示される諸原則
ほど厳格な規律がそれに求められていない。Paton and Littleton（1940, 77）
では，利益の平準化（ボラティリティの低減）は発生主義会計のもと適切な収
益費用の対応が図られた結果として付随的に起こるもので，利益の平準化それ
自体が対応計算の目的とはみなされていない。順調に投下資本回収が行われた
結果として利益は平準化されるのであって，Paton and Littleton（1940）は，
平準化を意図した人為的な修正を加えるような試みを明確に退けていた。
Scott（2014, 255）によれば，公正価値評価によるボラティリティは企業環境
のボラティリティを反映するものであり，それを人為的に平準化させるべきで
ないとする公正価値会計論者の一般的見解が紹介されている。しかし，IFRS
第９号の公正価値オプションの適用事例でみたように，資産負債の評価を整合
的に扱うことが企業の経済状況を明らかにするためなのか，それとも単に利益
や純資産のボラティリティを低減させようとする「人為的な試み」なのか，そ
れを峻別できるのかは疑わしい。
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3. 3　会計観の重点移行に伴う対応観の変容がもたらした帰結
　収益費用アプローチから資産負債アプローチへと会計観が重点移行すること
に伴って，収益と費用の対応手続にも機能変化がみられた。資産負債アプロー
チへの移行が全面的な公正価値会計への移行を意味するものでない限り，対応
概念（ないし対応手続）の必要性は失われない。しかし，対応関係にある項目
や，それらをどのように対応させるかについて変化している。収益費用アプ
ローチにもとづく対応手続のもとでは，その計算構造は実現収益に費用を配分
していくものであったが，資産負債アプローチのもとでは，発生費用へ見込収
益を取り込む計算構造であったり，資産と負債の評価損益の対応計算となって
いる。それに伴い，両者を関連づける基準も「因果」から「相関」関係へと変
化した。したがって，対応計算の結果として計算される利益数値の性格も変容
してくる。「経営者が受託責任を果たしたかどうかの判断指標」や「分配可能
額の算定基礎」として利益情報を活用する場合，利益情報の客観性と確実性
（不可逆性）がより強く求められる。このため，利益創出活動が完了（すなわち，
収益が実現）し，費用項目と収益項目の因果律が成立していることが望まれる。
　その一方で，会計目的として「投資意思決定に資する情報の提供」（もしく
はBedford（1965）でみられたように各利益創出活動の効率性の伝達）に焦点
が当てられる場合，「経営者が受託責任を果たしたかどうかの判断指標」や「分
配可能額の算定基礎」に求められるのと同程度の客観性と確実性がそこで要求
されるとは限らない。むしろ，Storey（1978）のいう「未来志向の意思決定を
形成するための情報」を提供するためには，厳密な因果律の成立を待つことな
しに，情報の適時性が追及されることになり得る。そのような情報提供のあり
方の一つが時価会計の導入であり，この場合，評価損益の対応計算は因果では
なく相関関係に依拠せざるを得ない。このため，資産負債アプローチにもとづ
く対応観には「企業が実際に行った活動をトレースし，その成果を報告する」
という姿勢が希薄である。IASB の概念フレームワークでは，投資意思決定に
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資する情報と経営者の受託責任を評価する上で有用な情報は重複（ないし前者
が後者を包含）するという立場をとっているが（IASB 2010, para. OB16），（定
義レベルであれ，測定レベルであれ）資産負債アプローチにもとづく対応観に
おいては，両者は重複せず齟齬をきたす可能性が高まる。
3. 4　収益費用アプローチにおける対応概念の問題点の克服
　資産負債アプローチの対応観へ移行したとしても，収益費用アプローチにも
とづく対応観が抱えていた問題のすべてを解消できるとは限らない。収益費用
アプローチにもとづく対応観に寄せられていた主な問題点は，概念フレーム
ワークの資産と負債の定義を満たさない計算擬制的項目の計上を許容する点
と，（そのような計算擬制的な項目の計上を許すがため，また収益と費用の因
果律の特定が困難なために）経営者の恣意性に任せた「なし崩し的な対応」が
行われる恐れがあるという点であった。たしかに資産負債アプローチにもとづ
けば計算擬制的項目を排除する（あるいは，これまで計算擬制的な項目として
問題視されていたものが本当に貸借対照表計上能力のない項目であったかを判
断する）ことはできる。ただし，AAA（1965）のように，収益費用アプロー
チと相互補完的な「定義レベル」の資産負債アプローチでさえも，関連づけの
基礎が因果から相関へと移行することによって，収益費用アプローチのもとで
の対応手続から導出される利益数値の意義を変容させうるものであった。
　加えて，「測定レベル」の資産負債アプローチは，対応手続に伴う恣意的な
判断を完全に排除することはできない。Storey（1978）の問題意識は対応手続
に伴う恣意性の排除に向けられていた。しかし，「測定レベル」の資産負債ア
プローチは，対応手続を資産負債の評価プロセスの一環として落とし込むこと
で「対応（ないし配分）手続の不正確さの問題」を「測定の不正確さの問題」
に転嫁させるだけである。
　また，金融商品会計基準にみられる「会計上のミスマッチの解消」の意味す
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るところは「（関連する）資産負債を整合的に会計処理せよ」ということであ
る。そして，ミスマッチ解消の目的をいかに解釈するかによって「整合的な会
計処理」のあり方は変わってくる。利益の平準化に焦点を当てれば，相関関係
のある評価損益を互いに相殺するように処理（資産負債の測定方法の統一，も
しくは両者の評価損益の認識時点を調整）することになるが，貸借対照表価値
の報告に焦点を当てれば，公正価値測定の適用範囲拡張の論拠にもなりえる。
「会計上のミスマッチの解消」のために「資産負債を整合的に会計処理」する
意義（上位目的）を明らかにすることなしに「整合的な会計処理」は定まらず，
「ミスマッチの解消」が特定の目的（例えば，全面的な公正価値会計の推進）
を政策的に達成するために経営者さらには会計基準設定主体に乱用される恐れ
がある。公正価値会計の適用範囲が拡張される結果，投資意思決定に資する情
報と経営者の受託責任を評価する上で有用な情報との齟齬はますます深まるこ
とになる⒅。収益費用アプローチのもとでの計算擬制的な項目の計上に歯止め
をかける役割が資産負債アプローチに期待されたように，経営者の受託責任を
評価する上で有用な情報の提供が財務会計に求められる限り，今後，「会計上
のミスマッチの解消」の独り歩きに歯止めをかける役割が収益費用アプローチ
に期待されることになろう⒆。
４．おわりに
　収益費用の対応概念は期間利益計算を決定する中核概念である。会計観が収
益費用アプローチから資産負債アプローチへと重点移行したとしても対応概念
（ないし対応計算）の必要性は失われない。しかし，資産負債アプローチへの
移行に伴い，対応関係にある項目や，それらを関連づける根拠について変化が
─────────────────
⒅　むしろ，いずれの会計目的にも有用な情報が提供されない恐れがある。
⒆　2015年５月に IASB により公表された公開草案「財務報告に関する概念フレームワーク」（IASB 
2015b）では，財務報告の目的には，投資意思決定に資する情報の提供が含まれることはもちろん，
経営者の受託責任を評価する上で有用な情報の提供が含まれることを確認している。
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みられる。その結果，資産負債アプローチに基づく対応手続から導出された利
益は，収益費用アプローチのもとで導出される利益とは異質なものとなる。ま
た，資産負債アプローチの対応観へ移行したとしても，収益費用アプローチに
もとづく対応観が抱えていた問題のすべてを解消できるとは限らない。たしか
に資産負債アプローチにもとづけば計算擬制的項目を排除することはできる
が，対応手続に伴う恣意的な判断は資産負債アプローチにおいても解消される
ことはない。
　加えて，金融商品会計基準にみられる「会計上のミスマッチの解消」の議論
では，ミスマッチ解消の目的に一義的な理解が得られているかは定かではな
い。「会計上のミスマッチの解消」から言えることは「資産負債を整合的に会
計処理せよ」ということである。ミスマッチ解消の目的が報告利益の平準化に
あるとしても，単に利益の平準化を追求するだけでは，企業の経済実態を覆い
隠す「人為的な試み」として，公正価値会計の不用意な拡張を招くことになる。
収益費用アプローチのもとで「利益の平準化」を口実とした計算擬制的項目の
計上が問題視されてきたように，資産負債アプローチのもとでも「利益の平準
化」それ自体を一義的な目的とみなすことには問題がある。
　Bedford（1965）では，資金調達活動は利益創出活動とはみなされていなかっ
た。しかし近年，資金調達・投資活動の重要性が指摘されるところである。現
行の会計基準では，会計上のミスマッチを解消させることを目的として公正価
値オプションの適用範囲は金融商品のみならず，一部の非金融商品項目の売買
契約にまで拡張されている。Bedford（1965）の対応観のように，経営諸活動
間の対応関係から経営能率をはかろうとする試みが広がれば，資金調達・投資
活動から経営資源の調達活動への資金供給関係を捉えて，そこでのミスマッチ
を解消させることを目的として，時価評価の適用範囲が拡大されることにもな
りかねない。資産負債管理や保険会社のソルベンシー評価の観点から，貸借対
照表全体を経済価値評価する議論がなされている昨今，会計がいかなる情報を
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伝達すべきかが今一度問われているといえよう。
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